
デジタル田園都市国家構想交付金事業　効果検証シート

【まち・ひと・しごと創生総合戦略との関連】

１．事業概要

事業目的

実施年度

実施内容

２．KPI（重要業績評価指標）目標及び実績

0

0

0

0

評価

４．外部有識者からの意見

地域再生計画の名称 公共交通サービスと高齢者等のおでかけ促進を一体的に推進する「チョイソコかかみがはら」事業

戦略目標 戦略目標③魅力と安心の「まち」づくり＜魅力向上＞　施策の柱２．定住　（良好な生活環境の整備）

関連する数値目標 ふれあいバス・チョイソコかかみがはらの年間利用者数　２０万人維持

デマンド型交通「チョイソコかかみがはら」を運行し、自家用車以外の移動手段を確保することで、高齢者等が安心して外出
できる環境をつくり、お出かけを促進する。
チョイソコかかみがはらはルート・ダイヤがなく、電話またはウェブで乗車20分前までに申し込むことで、停留所間を移動で
きる。バス車両の運行が難しい狭あい道路の多い地域にも停留所が設置できるため、急な坂道が多く高齢者等が歩行に苦
労する地域などで、より身近な場所に停留所を設置し利便性を高める。
また、スポンサー制度を設け、地域の事業者からの協賛により、地域で支える持続可能な公共交通サービスとして事業を実
施する。

R5 事業費（千円）
11,468千円

（うち交付金充当　5,734千円）

チョイソコかかみがはらを運行し、市民の日常生活における移動手段を確保した。令和5年10月からは運行エリアを増やし、
3エリアで運行している。新たに運行エリアとなった地域の集会所などでは、利用相談会を開催した。利用案内を配付して利
用方法等を説明し、事前の会員登録を受け付けた。
エリア拡大に伴いスポンサーも増え、外出の目的地となる停留所が増加した。
また、外出促進のための「お出かけイベント」を毎月開催し、体操、スマホ教室、フラワーアレンジなど、スポンサー事業者の協
力によるイベントも多数実施した。

R4 R5

「チョイソコかかみがはら」年間利用者数
1,000 2,500 4,000

2,636 5,733 10,011

KPI 基準値

目標値（上段）

実績値（下段）

R3

スポンサー事業者数
2 6 10

7 18 23

３．事業効果 本事業終了後における事業効果

A:本事業は地方創生に非常に効果的であった。
（KPI実績が目標値を上回ったなどの場合）

A

KPIは目標値を大きく上回ったことから、大きな効果があったと考えられる。
チョイソコのおでかけイベントには、自家用車や自転車・徒歩のほか、チョイソコ
での来場者も毎回あり、参加者のイベントへの満足度は高い。また、イベントを
きっかけに公共交通を初めて利用し、次からバスで出掛けたいとの声も聞か
れ、外出機会の創出につながっている。
引き続き、「公共交通を使って誰もが住み続けられるまち」を目指し、持続可能
な公共交通を確保・維持するため、地域住民・交通事業者・行政が一体となっ
た取組を進める。

B:本事業は地方創生に相当程度効果があった。
（KPI実績は目標値に達しなかったものの、概ね成果が得ら
れたとみなせる場合）

C:本事業は地方創生に効果があった。
（KPI達成状況は芳しくなかったものの、事業開始前よりも
取組が前進・改善したとみなせる場合）

D:本事業は地方創生に対して効果がなかった。
（KPI実績が開始前よりも悪化した、もしくは取組としても
前進・改善したとは言い難いような場合）

E:KPI達成状況に基づく評価が困難。
（新型コロナウイルス感染症など、予見できなかった外的要
因によりKPI実績が著しく低くなったことなどから、事業に
よる効果を図ることが難しい場合）
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デジタル田園都市国家構想交付金事業　効果検証シート

【まち・ひと・しごと創生総合戦略との関連】

１．事業概要

事業目的

実施年度

実施内容

２．KPI（重要業績評価指標）目標及び実績

R2

６５２万人

R１

２７万人

R2

2,747億円

評価

４．外部有識者からの意見

３．事業効果 本事業終了後における事業効果

A:本事業は地方創生に非常に効果的であった。
（KPI実績が目標値を上回ったなどの場合）

C

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、KPIについては目標値には達していな
かったものの、各務原市観光入込客数、空宙博入館者数については着実に増加傾
向にある。
空宙博においてはR6年度秋に企画展スペース拡充のための企画棟が完成するこ
とから、観光集客と産業振興の拠点として更なる活用を目指す。
製造品出荷額は、国の統計調査の再編に伴い、令和４年度以降は結果が公表され
なくなっている。公表されていない令和４年度以降の数値は、県の統計調査書に合
わせ、令和３年度の数値を記載することとしているため、実態を表す数値とはなっ
ていない。しかし、これまでの企業への聞き取りの情報等から、コロナ禍の影響に
より製造品出荷額は落ち込んでいると考えられるため、引き続き支援を実施し、今
後の回復に向けた支援施策を図ることとする。

B:本事業は地方創生に相当程度効果があった。
（KPI実績は目標値に達しなかったものの、概ね成果が得
られたとみなせる場合）

C:本事業は地方創生に効果があった。
（KPI達成状況は芳しくなかったものの、事業開始前よりも
取組が前進・改善したとみなせる場合）

D:本事業は地方創生に対して効果がなかった。
（KPI実績が開始前よりも悪化した、もしくは取組としても
前進・改善したとは言い難いような場合）

E:KPI達成状況に基づく評価が困難。
（新型コロナウイルス感染症など、予見できなかった外的要
因によりKPI実績が著しく低くなったことなどから、事業
による効果を図ることが難しい場合）

県内航空宇宙産業の製造品出荷額
2,000億円 2,250億円 2,500億円

2,345億円 2,345億円2,345億円

R4 R5

各務原市観光入込客数
６５５万人 ６５８万人 ６６０万人

441万人 ５４９万人 ６０４万人

KPI 基準値

目標値（上段）

実績値（下段）

R3

岐阜県は各務原市を中心に、航空宇宙産業製造品出荷額が我が国全体の約9％を占めており、航空宇宙産業は多額の設備や人
材を必要とする為、不確実性の高い現代社会において、変化への対応が不可避的な課題となっている。この課題を起点に、「航
空宇宙」を軸とした地域としての収益基盤の多様化を図るため、供給側を対象とした人材育成主体の支援施策に加え、需要側に
着目した競争力の強化や販路の拡大などの産業振興施策への展開を図るとともに、岐阜かかみがはら航空宇宙博物館（空宙博）
を核とした「観光誘客・まちづくり」を新たな柱として打ち立て、「産業振興・しごとづくり」との好循環により「まちの賑わい」を生
み出し、新たな「稼ぐ力」の創出を目指す。

R５ 事業費（千円）
72,612千円

（うち交付金充当　36,306千円）

〇岐阜かかみがはら航空宇宙博物館の運営　指定管理者執行
　　・航空宇宙に係る企画展、各種体験教室等の開催、HPリニューアル、デジタルコンテンツの展開強化
〇博物館への誘客による関係人口創出
　　・公共交通機関等とのウォーキング大会連携による観光案内、屋外を活用したマルシェ等のイベントの開催
〇航空宇宙産業の事業の基盤固めの支援
　　・航空宇宙産業に必要な認証（JISQ9100）費用の支援、新ビジネス展開の支援

地域再生計画の名称 空宙博を核とした「まちの賑わい」創出事業

戦略目標 戦略目標③＜魅力向上＞施策の柱１．発信・誘客（観光資源等の活用と効果的なPR)

関連する数値目標 観光施設入込客数（年間）、岐阜かかみがはら航空宇宙博物館入館客数（年間）

３０万人

２１万人
岐阜かかみがはら航空宇宙博物館入館者数

２０万人

１３万人

２５万人

１９万人
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岐阜かかみがはら航空宇宙博物館入館者数について
入館者の状況
○令和５年度の入館者数は、213,002人。
○令和５年５月に新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行し、コロナ禍はひと段落した状況。
教室やイベントの定員増、ロケット模型等の常設展示化、「F-4ファントム」戦闘機に関連した講演会の開
催など、博物館の魅力向上に取り組み、入館者数は対前年度比約13％（25,332人）増加した。

年度
入館者数 新型コロナウイルス感染症

感染拡大防止のための休館年度合計 累計
平成30年度 433,204人 463,402人

平成31・令和元年度 269,066人 732,468人
令和２年度 108,376人 840,844人 ４/４〜５/18（45日間）休館
令和３年度 131,430人 972,274人 ８/21〜９/30（40日間）休館
令和４年度 187,670人 1,159,944人
令和５年度 213,002人 1,372,946人

18,186人
22,638人

12,533人

18,176人

29,264人

17,595人 18,255人
21,542人

8,580人
13,022人

15,619人 17,592人
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体験教室等の開催状況

「楽しみながら、手を動かしながら航空宇宙の興味を喚起する」を大切にし、
子どもたちにモノづくりの楽しみを体験する各種プログラムを展開

水ロケット製作教室 航空宇宙ロボット教室 ジュニア航空博士認定講座

そらはく資料特別公開 探究LABO ジュニア宇宙博士認定講座

2

令和５年度実施事業について

8



〇常設展示の充実とその活用
• F-4EJ改431号機に関連する講演会・教室等を開催し、来館を促進
•体験用ヘリコプターBK117による搭乗体験の提供とコロナ禍で休止していたT-3搭乗体験の再開。
• Nano-JASMINE衛星、大型ロケット「ＳＬＳ」模型等の常設展示化

○ＤＸの更なる推進
•空宙博公式ウェブサイトを刷新し、利便性を向上
•「館内の３D画像」、「博物館のPR動画」、「収蔵品等デジタルアーカイブ」、「F−４機体搬入記録映
像・静止画」を活用した多様な人々への情報発信と来館促進
•収蔵品のデジタル保存の推進（航空図面）
•ＡＲ（拡張現実）コンテンツを盛り込んだ「ジュニア宇宙博士認定講座」の開催

○航空と宇宙の両分野の教室をバランスよく提供
•航空の基礎知識を体系的に学ぶ「ジュニア航空博士認定講座」（全６回）を開始

○多様な学びの場の提供
•高校生以上を対象に展示物の由来や機体の歴史等を深堀りした「大人のためのそらはく講座」を開講
•複数のテーマから興味のある課題を自分で選び探究する“背中を押す”スタイルの講座「探究LABO」を開講

新規取組み

ポストコロナを見据えた入館者数増の取組み

航空宇宙産業を担う人材育成

3

令和５年度実施事業について
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かかみがはらおさんぽマルシェ
開催日数：空宙博10日間、市民公園3日間
テーマを設定し、出展者やイベント事業者の支援を行うとととも
に、入館者にはノベルティ配布等のコラボイベントを実施するこ
とにより入館者促進を図った。また、消防フェア等、市の他事業
との組み合わせにより集客に繋げた。

VRヘリシミュレータ設置
市制60周年を記念し、川崎重工業がVRヘリシミュレータ
を無償貸与、市で機材を囲うカウル等を整備し体験コー
ナーにて稼働。VRゴーグルを着用し本格的な操縦体験が
できるコンテンツとして空宙博の新たな目玉となった。

２

マンホールカード配布
空宙博にデザインマンホールを設置し、マンホール
カードを窓口で配布。県外からの来館に繋げた。

令和５年度各務原市単独事業について

公共交通機関とのウォーキング大会連携
（※画像はR6年度JRさわやかウォーキング）

JRや名鉄といった公共交通機関のウォーキング大会と連携し
て、休憩スポット地点を設置し、市内の観光案内を行い誘客
に繋げた。

4
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航空宇宙産業支援

○航空宇宙産業競争力維持支援事業補助金
・航空宇宙産業において、中小企業の競争力の維持を図るため、機体メーカーや一次下請け大手企業等

との取引のために必要な、高度な品質管理能力を証する「品質規格（JISQ9100）」を維持するための費

用を補助する。

●補助率：1/4

●上限：20万円

●令和５年度実績：１９件

○航空宇宙関連企業新ビジネス展開支援事業費補助金
・県の「航空宇宙関連企業新ビジネス展開支援事業費助成金」を活用し、事業計画策定、試作品

製造、販路開拓等に取り組む航空宇宙産業の中小企業に対し、費用を補助する。

●補助率：1/3 

●上限：180万円

●令和５年度実績：４件
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デジタル田園都市国家構想交付金事業　効果検証シート

１．事業概要

事業目的

実施年度

実施内容

２．KPI（重要業績評価指標）目標及び実績

－

－

－

－

－

－

－

－

評価

４．外部有識者からの意見

交付対象事業名 保護者等のための保育所ICT化事業

３．事業効果 本事業終了後における事業効果

A:本事業は地方創生に非常に効果的であった。
（KPI実績が目標値を上回ったなどの場合）

B

導入年度において、最も重視したのは、ICT導入に対する保育士の不安払拭で
あり、保育所での操作説明会や運用ルール作り、システムの活用による業務削
減の提示など、システム運用に移行するための土台作りに注力した。
保護者の側面からは、アプリのインストールや運用の適応は早く、欠席連絡を
アプリ上で行うことについて高い評価を受けており、ＫＰＩの目標値を達成する
ことができた。しかし現状の運用のままでは、いずれ満足度は下降すると考え
られるため、保護者の利便性としての側面だけでなく、保育所からの情報発信
ツールとしての側面を強化していく必要がある。
一方、保育士の側面からは、令和5年度は導入年度であったたため、保育記録
については従来の紙面での入力とシステムでの運用を併用して作成したこと
により業務量が増加し、時間外勤務が増加する結果となった。
しかし、保育士のアンケート結果では「担任にタブレットが配布されたことによ
り、端末の譲り合いがなくなり、効率よく記録が作成できる」「システム入力は、
慣れれば時間短縮を図ることができる」との回答もあったことから、令和6年
度以降は業務の効率化が期待できる。

B:本事業は地方創生に相当程度効果があった。
（KPI実績は目標値に達しなかったものの、概ね成果が得ら
れたとみなせる場合）

C:本事業は地方創生に効果があった。
（KPI達成状況は芳しくなかったものの、事業開始前よりも
取組が前進・改善したとみなせる場合）

D:本事業は地方創生に対して効果がなかった。
（KPI実績が開始前よりも悪化した、もしくは取組としても
前進・改善したとは言い難いような場合）

E:KPI達成状況に基づく評価が困難。
（新型コロナウイルス感染症など、予見できなかった外的要
因によりKPI実績が著しく低くなったことなどから、事業に
よる効果を図ることが難しい場合）

システム利用満足度（保育士満足度）
2.4 3.2 3.8

1.9

R６ R７

6

3.5

8

4.2

保護者のシステム登録者割合（％）
40 50 60

40

KPI 基準値

目標値（上段）

実績値（下段）

R５

市内公立保育所（4園）に保育業務支援システムを導入することで、保護者の利便性を向上させるとともに、保育士の業務負
担の軽減を促進し、保育に専念できる時間の確保し、保育の質の向上を図る。
【保護者の利便性の向上】近年、送迎バスでの置き去り事案や不適切保育事案が報道されており、保護者が安心して預けら
れる保育所を整備することが求められている。ICTの活用により、登降園情報やお迎えの変更、園だよりの配信、保護者へ
の連絡をスマートフォン等で行うことができることで、保護者の利便性を向上させるとともに、情報が確実に配信されるこ
とが安心感をアップさせることを目指す。
【保育の質の向上】業務の効率化を図ることで、保育士の心身の余裕を生み出し、子どもと向き合う時間を増やす。それによ
り、保育士がやりがいを感じることで離職を防止し、豊富な経験を積んだ保育士が継続して働く環境が醸成されることで、
保育の質の向上を図る。

R５ 事業費（千円）
13,908千円

（うち交付金充当6,954千円）

①保育所にインターネット環境を構築
　保育士が園舎内でタブレットを持ち歩き、保育記録等を入力するなど、隙間時間を有効活用できる環境を整備した。
②保育業務効率化システム「コドモン」を導入（11月から本格運用）
　保護者にアプリをインストールしてもらい、園児の登降園管理をプッシュ通知するとともに、欠席連絡やお迎えの変更をア
プリ上でいつでも入力できる環境を整備した（これまでは電話連絡での受付）。また、これまでは紙ベースで配布してきた園
だより等をアプリ上で配信するとともに、各行事のアンケートはアプリ上から回答できるようになった。
③保育業務の見直し
　システムの導入に伴い、これまで行ってきた業務の見直しを行い、システム上で行うことができる業務、システム上のデー
タを活用することで削減可能な業務などを精査し、業務の軽減を図った。

交付金種別 デジタル実装タイプ　TYPE1

保育士（正職員）の時間外勤務の減少時間数（時間/人）

システム利用満足度
（保育サービスに対する保護者満足度）

2

-1.17

2.6

2.7
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保育士から
・「お知らせ」や園のようすを配信
・保護者からのアンケート回答集計

保護者等のための保育所ICT化事業 イメージ図

自治体

（教室）

（玄関）

クラス担任が保育室で
・連絡帳の記載（入力）
・年間計画など書類作成

・アプリ登録
（祖父母・叔父叔母も登録可能）
・保護者は園からの便りを受領
⇒保護者間で情報共有促進
・欠席・遅刻をアプリ連絡
⇒電話連絡の時間削減・ストレス軽減

保護者が玄関で
・登降園打刻
⇒自動的に出席簿作成
・欠席や遅刻をアプリ報告
⇒出席簿に自動反映

保護者

登降園管理

クラス担任

職員室
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デジタル田園都市国家構想交付金事業　効果検証シート

１．事業概要

事業目的

実施年度

実施内容

２．KPI（重要業績評価指標）目標及び実績

－

－

－

－

評価

４．外部有識者からの意見

交付金種別 デジタル実装タイプ　TYPE１

道路台帳データのうち路線番号と道路幅員を岐阜県域統合型GISにおいて公開し、現在窓口対応または電話対応にて行う
情報提供を、利用者が直接取得できるようにすることで、来庁者の負担を軽減するとともに、職員の業務効率化を図る。

※県域統合型GIS：自治体が利用する都市計画図、上下水道台帳、道路台帳、固定資産などの地図データのうち、複数の部
局が利用するデータ（例えば、道路、建物、河川など）を各部局が共有できる形で整備し、庁内横断的に利用していくようなシ
ステムを統合型ＧＩＳといい、これを県域レベルで整備したもの。

R５ 事業費（千円）
607千円

（うち交付金充当304千円）

窓口や電話での問い合わせの多い市道の路線番号および道路幅員を岐阜県域統合型GIS上に公開した。
また、窓口でのシステム利用者に対するチラシ配布や、市ホームページにGISへのリンクの作成等により、本事業について周
知を行い、GISの利用者増加に取り組んだ。

KPI 基準値

目標値（上段）

実績値（下段）

R５

データ利用件数（GISアクセス件数）（件）
300 500 800

1736

57.1

R６ R７

交付対象事業名 GIS活用による道路台帳データ公開事業

３．事業効果 本事業終了後における事業効果

A:本事業は地方創生に非常に効果的であった。
（KPI実績が目標値を上回ったなどの場合）

A

岐阜県域統合型GISへのアクセス件数は令和５年度目標値の５倍以上を達成
することができた。これは、ウェブサイト、窓口、電話での案内により、情報を必
要とする利用者に対して効率的に周知を行ったことによる成果であると考え
られる。
令和５年度のアンケート調査では、回答者の半数以上が「機能や内容に満足し
ている」と回答している。また、9割以上の回答者が、「次回調べる時にオンライ
ンで調べたい」と回答しており、これらの調査結果より、多くの人に本事業の効
果について実感していただけたと考えている。今後は、更なる満足度の向上に
努めるとともに、周知の継続により利用者の増加を図る。

B:本事業は地方創生に相当程度効果があった。
（KPI実績は目標値に達しなかったものの、概ね成果が得ら
れたとみなせる場合）

C:本事業は地方創生に効果があった。
（KPI達成状況は芳しくなかったものの、事業開始前よりも
取組が前進・改善したとみなせる場合）

D:本事業は地方創生に対して効果がなかった。
（KPI実績が開始前よりも悪化した、もしくは取組としても
前進・改善したとは言い難いような場合）

E:KPI達成状況に基づく評価が困難。
（新型コロナウイルス感染症など、予見できなかった外的要
因によりKPI実績が著しく低くなったことなどから、事業に
よる効果を図ることが難しい場合）

アンケート実施による満足度調査（％）
25 30 35
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